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電気通信紛争処理委員会令の一部改正について 



電気通信紛争処理委員会令の一部改正の概要 
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○地方分権改革の一環で行われた昨年の放送法（昭和25年法律第132号）の改正※により、小規模施設特定有

線一般放送の業務に関する事務・権限が総務大臣から都道府県知事に移譲。 

※ 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成26年法律第51号。以下「第４次一括
法」という。）による放送法の改正 

○これに伴い、「電気通信紛争処理委員会令」（平成13年政令第362号。以下「委員会令」という。）第３条を改正し、

委員会から都道府県知事に対して、資料の提出等の必要な協力を求めることができるようにするもの。 

改正の必要性 

改正後の委員会令（下線部を追加） 

スケジュール 

 （資料の提出等の要求） 
第三条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長又は関係都道府県知事
に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

    10月20日～11月18日 一般からの意見募集（パブリックコメント）手続 

    12月中  閣議決定【予定】 

平成28年４月１日  施行  【予定】〔第４次一括法の放送法改正部分と同日〕 

 改正放送法は、小規模な共聴施設により行われる地上テレビジョン放送等の再放送を「小規模施設特定有線一般放
送」と定義し、その業務に関する事務・権限を総務大臣から都道府県知事に移譲。 

 事務・権限の移譲後も、小規模施設特定有線一般放送を行う事業者は、再放送の同意について、①委員会に対する
放送法第142条によるあっせん等の申請、②総務大臣に対する放送法第144条による裁定の申請がそれぞれ可能。 

 したがって、委員会が上記①及び②に係る調査審議を行うに当たり、事業開始等の届出の提出先である都道府県知
事に対して、資料の提出等の必要な協力を求めることができるよう、委員会令の規定を整備※する必要がある。 

※ 委員会令の改正は、第４次一括法の施行に伴い定める、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法
律の整備に関する法律の一部の施行に伴う総務省関係政令の整備に関する政令」により実施。 



（参考）第４次一括法による放送法の改正について 

 「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、辺地共聴施設等の小規模な共
聴施設により行われる地上テレビジョン放送等の再放送を「小規模施設特定有線一般放送」と定義し、その業務に関する事務・
権限について、総務大臣から都道府県知事に移譲。 

（１）「小規模施設特定有線一般放送」の要件 
 ① ５００ 端子以下の有線放送施設 （※現行法上５００端子以下の有線一般放送は届出を行うこととなっている） 

 ② 基幹放送の同時再放送のみ 
 ③ 有料放送、区域外再放送は対象外 
 ④ 施設の設置場所及び業務区域が一の都道府県の区域内 

小規模施設の例
（（１）～（３）の施設
のうちの一部が該
当） 

（２）  移譲する事務・権限 （すべて自治事務） 
 ・ 業務開始等の届出（１３３条１項、２項、 1３４条２項、１３５条１項、２項）  
 ・ 有線電気通信設備の設置の状況等についての資料要求、業務の状況に関する報告徴収及び立入検査等 
   （１４５条２項、３項、４項）  
 ・ 業務の停止命令（１７４条） 、業務に関する資料の提出要求（１７５条）  

（３） 施行期日 平成28年4月1日 2 
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